令和３年５月31日改訂

解体業及び破砕業許可申請についての留意事項（手引き）
１　申請書について
⑴　年月日
・申請受付時に記入するため、空欄のまま持参すること。

⑵　申請者住所及び氏名

・法人の場合は登記上の住所、法人名称、代表者名を記入し・会社印・代表者印を押印すること。

・個人の場合は現住所、氏名を記入し、実印を押印すること。

・郵便番号、電話番号を記載すること。

⑶　事業の範囲（破砕業のみ）
・「破砕前処理」は、使用済自動車の圧縮（プレス）又はせん断のみの処理をいう。

・「破砕」は、使用済自動車の破砕処理をいう。

・「破砕前処理及び破砕」は、圧縮又はせん断及び破砕の両方の処理をいう。
⑷　事業場の名称及び所在地

・事業場は、全ての運搬車両の駐車場及び保管施設等を記入すること。
⑸　事業の用に供する施設の概要
・「別紙のとおり」と記載し、詳細は（様式第３－１号）若しくは（様式１号）に記載すること。
⑹　他の解体業・破砕業の許可状況

・他に解体業又は破砕業の許可を有している場合には、その許可番号（申請中にあっては、申請　　　年月日）を全て記入すること。
⑺　産業廃棄物処理業の許可状況

・他に廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業の許可を有している場合には、その許可番号（申請中にあっては、申請年月日）を全て記入すること。
⑻　保管施設の状況
　・解体業又は破砕業を行おうとする事業所以外の場所で行う保管施設の所在地、面積及び保管量の上限を記入すること。
⑼　役員等の状況（申請者が個人である場合は、その申請者の状況）
・申請者が法人の場合、その全ての役員の氏名、ふりがな、役職名、生年月日、住民票上の住所　　　　及び本籍（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問　　　その他いかなる社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）を記入すること。
・申請者が個人の場合は、その申請者の氏名、ふりがな、役職名、生年月日、住民票上の住所及び本籍を記入すること。
⑽　使用人の状況
　・令第５条に規定する使用人（※）がある場合は、その全ての者の氏名、ふりがな、役職名、生年月日、住民票上の住所及び本籍を記入すること。

	※　令第５条に規定する使用人とは、申請者の使用人で次に掲げるものの代表者であるもの

・　本店又は支店（商人以外にあっては、主たる事務所又は従たる事務所）

・　継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、解体業及び破砕業に係る契約を締結する権限を有する者を置くもの


⑾　法定代理人の状況

　・申請者が営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年である場合、その法定代理人の氏名、ふりがな、役職名、生年月日、住民票上の住所及び本籍を記入すること。　
⑿　株主（出資者）の状況
　・申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき、発行済株式総数100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をして　いる者について、その氏名、ふりがな、役職名、生年月日、住民票上の住所及び本籍（法人に　　　　あっては名称、主たる事務所の所在地）並びに保有する株式の数又は出資の額を記入すること。
⒀　標準作業書の記載事項
・標準作業書に記載すべき事項の各内容を記入すること。全てを記入しきれない場合は、当該標準作業書の写しを添付すること。

⒁　法人役員の漢字表記について

・商業登記事項証明書、住民票、身分証明書等における当該役員の漢字表記が異なる場合（正字、外字略字等）、提出された証明書等の人物が同一であることを誓約する上申書を提出すること。
２　添付書類について

　⑴　事業所の施設を明らかにする図面等
①　解体業（破砕業）を行おうとする事業所の施設の概要書（様式第３号）

　　・処理施設、保管施設等の構造・設備、生活環境の保全上支障防止の対策等の概要について記入　　　すること。
②　解体業（破砕業）を行おうとする事業所の施設の構造を明らかにする次の図面
ア　事業所の位置に関する図面

ａ　事業所の位置図
　　　　　　・周辺の建物の状況等がわかる住宅地図等に朱書きで事業所の位置を明示すること。
　　　　　　・複数の事業所がある場合は、それぞれ作成すること。

ｂ　事業所内での配置図　

　　・事業所内での、施設、設備又は事務所等の配置を明示する図面を作成すること。

イ　事業所での処理施設の構造及び設備に関する次の図面
ａ　処理施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び配置図
ｂ　保管施設の平面図、立面図、構造図及び保管施設の面積と容積の計算書
ｃ　公害防止施設（設備）の平面図、立面図、断面図、構造図及び配置図
　・生活環境の保全上支障防止のための施設（設備）については、雨水排除・油水分離に係る　　　設計計算書、必要に応じて騒音対策等を記載したものを添付すること。

ｄ　その他保管施設の囲い（門扉）、表示板等の構造図、詳細図

⑵　施設の所有権（又は使用権原）を証明する書類
　・所有権は、土地又は建物の登記簿謄本

　・使用権原は、土地又は建物の登記簿謄本及び土地又は建物の賃貸借契約等
　⑶　事業計画書及び収支見積書（様式第４号）
　　①　事業の全体計画（業務を行う時間、従業員数、休業日を含む。）

・引取りから引渡しまでの流れを説明する内容を記載すること。

・有用物回収品目、発生廃棄物について記載すること。

・各行程に係る作業人員数や時間について記載したフロー概略図を添付すること。

　　②　解体業は使用済自動車等、破砕業は解体自動車等の受入れ実績及び計画
　　③　解体（破砕）実績
　　④　解体（破砕）能力
⑤　保管の状況
　※「保管量の上限」を超過している場合は次の⑶－２（様式４－２号）を記入すること。

　　⑥　年間収支見積書（前年度の決算書（貸借対照表を含む）を添付することでも可）
　⑶－２　事業計画書及び収支見積書（過剰保管の場合）

　※前記⑶⑤「保管の状況」において「保管量の上限」を超過して保管している場合に添付すること。

　　①　保管量の上限を超過して保管している使用済自動車（解体自動車）等の処理計画
　　②　詳細収支見積書
　　③　資産に関する調書　
　⑷　申請者が個人である場合には、その住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記　　事項証明書
　　①　申請者が個人である場合において添付すること。
　　②　申請日前３月以内に発行され、住民票の写しについては本籍が記載されたものとすること。
　⑸　申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本
　　①　申請者が法人である場合において添付すること。

　　②　定款及び登記簿には、この業務に関する規定が必要であること。

　　③　申請日前３月以内に発行されたものとすること。

⑹　法人役員の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書
　①　申請者が法人である場合において、その全ての役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者いい、相談役、顧問その他いかなる社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のものを添付すること。
　②　申請日前３月以内に発行され、住民票の写しについては本籍が記載されたものとすること。
⑺　株主又は出資者の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書若しくは登記簿の謄本
　①　発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者がある場合において添付すること。
　②　発行済株式総数又は総出資額の100分の５以上を占める者の株式数又は出資額を示す書類
　③　該当する者が個人の場合には、その者の本籍が記載された住民票の写し、身分証明書及び登記　　事項証明書、法人の場合にはその法人の登記簿謄本（法人株主等用）を添付すること。
　④　申請日前３月以内に発行されたものとすること。
⑻　使用人の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明　　　

　書
　①　令第５条に規定する使用人（本支店の代表者や契約締結権限のある使用人）がある場合において添付すること。

　②　申請日前３月以内に発行され、住民票の写しについては本籍が記載されたものとすること。

⑼　法定代理人の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書
　①　申請者が営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年である場合において添付すること。

2 申請日前３月以内に発行され、住民票の写しについては本籍が記載されたものとすること。

⑽　申告書（様式第５号）
⑾　先行許可証
　　平成12年10月１日以降、住民票の写し、身分証明書、登記事項証明書又は株主登記簿謄本を提出して、廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業、特別管理産業廃棄物処理業若しくは産業廃棄物　　処理施設設置の許可又は自動車リサイクル法に基づく解体業若しくは破砕業の許可を受けている　場合は、これら住民票の写し等の添付を省略することができる。前述の許可を受けている場合、　　申請の際に当該許可証の原本を提示すること。
⑿　添付書類の省略に関する書類
　①　更新及び変更許可において省略できる書類（変更がない場合に限る。）
ア　事業所の施設を明らかにする図面等

イ　施設の所有権又は使用権原を証明する書類等

　②　先行許可証を提示した場合において省略できる書類
　　　ア　申請者が個人の場合、申請者の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記　　事項証明書

イ　法人役員等の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書

ウ　株主及び出資者の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書

エ　令第５条に規定する使用人の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書

オ　法定代理人の住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）、身分証明書及び登記事項証明書
３　その他（手数料等）
　⑴　正本に添付する書類は、全て原本とする。
　⑵　正本と副本の２部を持参すること。
⑶　申請日以前３ヵ月以内に発行されたものを添付するもの。

①　商業登記簿謄本

②　不動産登記簿謄本

③　住民票｛外国籍の場合は、登録原票記載事項証明書（国籍の属する国における住所または居所の記載があるもの）｝
④　身分証明証

⑤　登記されていないことの証明書

⑷　添付書類は、上記に記載された順に添付すること。
⑸　申請書一式は、Ａ４版の大きさのファイルに綴ること。
⑹　申請手数料（下表）は、申請時に現金で納めること。

	区分
	解体業
	破砕業

	新規許可申請
	７８，０００円
	８４，０００円

	更新許可申請
	７０，０００円
	７７，０００円

	事業範囲変更許可申請
	－
	６７，０００円


解体業及び破砕業許可申請書（新規、更新、変更）の添付書類

※「更・変」：更新又は事業範囲の変更申請であって、前回申請時と変更がない場合は省略可。

※「先」：申請時に先行許可証（例：他自治体で取得した産業廃棄物処理業許可証の原本等）を提示した　　　場合は省略可。

	
	添　　付　　書　　類　　名
	省　　略

	１－１
	事業所の施設の概要書（様式３－１号、様式１号）
	更・変

	１－２
	事業所の位置図及び事業所内での配置図
	更・変

	１－３
	処理施設、保管施設、公害防止施設（設備）の構造を明らかにする　　　平面図、立面図、断面図、構造図及び配置図
	更・変

	１－４
	その他、保管施設の囲い（門扉）、表示板等の構造図、詳細図
	更・変

	２
	施設の所有権又は使用権原を証明する書類
	更・変

	３
	事業計画書及び収支見積書（様式４号、様式２－１号）

※過剰保管の場合は、様式第４－２号若しくは様式第２－２も提出　すること。
	省略不可

	４
	（個人の場合）

申請者についての、

・住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）

・身分証明書

・登記事項証明書
	先

	５
	（法人の場合）

申請法人についての、

・定款又は寄附行為

・登記簿謄本
	省略不可

	６
	（法人の場合）

申請法人の役員についての、

・住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）

・身分証明書

・登記事項証明書
	先

	７
	（法人の場合）

発行済株式総数又は総出資額の100分の５以上の株式を有する株主　又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者に　ついての、

・住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）

・身分証明書

・登記事項証明書

・登記簿謄本（株主が法人の場合）
	先

	８
	（法人の場合）

政令使用人についての、

・住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）

・身分証明書

・登記事項証明書
	先

	９
	（法人の場合）

法定代理人についての、

・住民票の写し（若しくは在留カード又は特別永住者証明書）

・身分証明書

・登記事項証明書
	先

	１０
	申告書（様式）
	省略不可


様式第１－１号（法律様式第五関係）　　　（第１面）
許可
　　　　　　　　　　　　　　解体業               申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　 許可の更新
	
	 ※許可番号
	

	
	 ※許可年月日
	


年　　月　　日
　いわき市長　様
（郵便番号）970-8686
住所　いわき市平字梅本21番地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　代表取締役　○○○○　印
　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　0246-22-7604
　使用済自動車の再資源化等に関する法律第６１条第１項の規定により、必要な書類を添えて解体業の許可（許可の更新）を申請します。
	事業所の名称及び所在地

	
	 名称
	１　株式会社　○○○○　本社

２　株式会社　○○○○　小名浜支店

1 

	
	 所在地
	 （郵便番号）　　　　　　　　　　　（電話番号）
１　970-8686　いわき市平字梅本21番地　電話　22-7604

２　971-8112　いわき市小名浜　　　　　電話　22-7605

	事業の用に供する施設の概要
	　別紙　事業所の施設を明らかにする図面等のとおり

	他に解体業又は破砕業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合にあっては、その許可番号（申請中の場合にあっては、申請年月日）
	 都道府県・市名
	 許可番号（申請中の場合に
 あっては、申請年月日）

	
	　福島県
	　解体業

　平成16年７月１日申請

	他に廃棄物処理法に基づく産業廃棄物処理業の許可（他の都道府県のものを含む。）を有している場合にあっては、その許可番号（申請中の場合にあっては、申請年月日）
	 都道府県・市名
	 許可番号（申請中の場合に
 あっては、申請年月日）

	
	　いわき市
	　産業廃棄物収集運搬業

　９４００○○○○○○

	解体業を行おうとする事業所以外の場所で使用済自動車又は解体自動車の積替え又は保管を行う場合には、当該場所の所在地、面積及び保管量の上限
	　該当なし


（第２面）
	
	役員の氏名及び住所（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を
いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業
務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す
るものと認められる者を含む。法人である場合に記入すること。）
	

	
	
	 （ふりがな）
 氏名
	 役職名


	住　　　　所
	

	
	
	○○○○

　○○○○

　○○○○
	代表取締役

（生年月日）

○年○月○日

取締役

○年○月○日

監査役

○年○月○日


	　本籍　いわき市平○○○○

　住所　いわき市平○○○○

　本籍　いわき市平○○○○

　住所　いわき市平○○○○

　本籍　いわき市平○○○○

　住所　いわき市平○○○○
	

	
	令第５条に規定する使用人の氏名及び住所（当該使用人がある場合に記入すること。）
	

	
	
	 （ふりがな）
 氏名
	 役職名


	住　　　　所
	

	
	
	　○○○○
	　小名浜支店長

　（生年月日）

○年○月○日


	　本籍　いわき市小名浜○○○○

　住所　いわき市小名浜○○○○
	

	
	法定代理人の氏名及び住所（未成年者である場合に記入すること。）
	

	
	
	 （ふりがな）
 氏名
	住　　　　所
	

	
	
	　該当なし
	
	

	
	発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５
以上の額に相当する出資をしている者（法人である場合において、当該株主又は出資
をしている者があるときに記入すること。）
	

	
	
	 （ふりがな）
 氏名又は名称
	住　　　　所
	 保有する株式の数
  又は出資の金額
	

	
	
	　株式会社　××××

　△△△△
	　　郡山市○○○○

　

本籍　いわき市平○○○○

住所　いわき市常磐○○○○

　生年月日　○年○月○日
	　１００株

（５０％）

１００株

（５０％）
	


（第３面）
	
	標準作業書の記載事項
	

	
	
	使用済自動車及び解体自動車の保管の方法


	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	廃油及び廃液の回収、事業所からの流出の防止及び保管の方法
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	使用済自動車又は解体自動車の解体の方法（指定回収物品及び鉛蓄電池等の回収の方法を含む。）
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	油水分離装置及びためます等の管理の方法（これらを設置する場合に限る。）
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	使用済自動車又は解体自動車の解体に伴って生じる廃棄物（解体自動車及び指定回収物品を除く。）の処理の方法
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	使用済自動車又は解体自動車から分離した部品、材料その他の有用なものの保管の方法
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	使用済自動車及び解体自動車の運搬の方法
	
	
	

	
	
	解体業の用に供する施設の保守点検の方法
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	火災予防上の措置
	別紙、標準作業書写しのとおり
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	△手数料欄
	


備考　１　△印の欄は、記入しないこと。
　　　２　※印の欄は、更新の場合に記入すること。
　　　３　事業所が複数ある場合には、「事業所の名称及び所在地」及び「事業の用に供　　　　する施設の概要」の欄を繰り返し設け、事業所ごとに記載すること。
　　　４　「事業の用に供する施設の概要」の欄については、当該施設の構造を明らかに　　　　する図面等を添付することでも可能とする。
　　　５　「役員の氏名及び住所」の欄その他の氏名又は名称及び住所の記載を要する各　　　　欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、　　　　この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。
　　　６　「標準作業書の記載事項」の欄については、当該標準作業書の全文の写しを添　　　　付することでも可能とする。
　　　７　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
　　　８　氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合にお　　　　いて、署名は必ず本人が自署するものとする。

（様式第３－１号）
事業所の施設の概要書（解体施設）
	事業所の名称・所在地
	　株式会社　○○○○　本社

　　※　事業所ごとに作成すること。

	処理施設の概要
	作業設備の項目
	１　使用済自動車保管施設

２　解体施設

３　解体自動車保管施設

	
	施設の構造及び設備の概要
	１　解体施設は建屋内で床面は鉄筋コンクリート、保管施設は建屋外

２　事業所全周囲に囲い設置、出入口に門扉設置

	
	廃油・廃液等の地下浸透防止対策
	１　解体施設の床面は鉄筋コンクリート、厚さ20cm

２　取外し部品の保管は解体施設内

	
	廃油・汚染雨水等の外部流出防止対策
	１　排水溝を設けて油水分離槽を経て排水

２　油水分離槽は容積200ℓ、３槽分離

	
	廃棄物処理基準に基づく生活環境の保全上支障防止対策（飛散・流出、悪臭・騒音･振動、衛生害虫、地下浸透、地下水汚染等の防止対策）
	１　飛散防止は事業所全周囲にネットフェンス囲いを設置、高さ1.8ｍ、出入口に金属製門扉設置、高さ1.8ｍ

２　流出防止は場内雨水排水溝から油水分離槽を経て排水

３　悪臭が発生するものは取り扱わない

４　騒音・振動防止に努め、周辺環境に配慮する

５　地下浸透防止は床面を鉄筋コンクリート

	処理前後の保管施設
	保管の対象物
	 使用済自動車
	 解体自動車

	
	保管施設の面積(m2)
	１００㎡
	１００㎡

	
	保管量の上限(m3)
	１５０㎥
	１５０㎥

	
	保管の高さ(ｍ)
	１．５ｍ
	１．５ｍ

	
	設備の概要（囲い、門扉の構造等）
	事業所全周囲に囲い、門扉


	事業所全周囲に囲い、門扉



	取外部品・廃棄物の保管
	保管の対象物
	タイヤ
	バッテリー
	エンジン
	廃油

	
	保管施設の面積(m2)
	　○㎡
	　○㎡
	　○㎡
	　○㎡

	
	保管量の上限(m3)
	　○㎥
	　○㎥
	　○㎥
	　○㎥

	
	保管の高さ(ｍ)
	　○m
	　○m
	　○m
	　○m

	
	設備の概要（囲い、門扉の構造等）
	建屋外、コンクリートヤード
	建屋外、鋼鉄製コンテナ
	建屋内、床面は鉄筋コンクリート
	建屋内、ドラム缶

	土地の概要
	字　名
	地　番
	面　積
	地　目
	土地所有者の氏名及び住所
	使用権

	
	字○○
	１番１
	１００㎡
	宅地
	株式会社　○○○○
	所有

	
	字○○
	１番２
	１００㎡
	雑種地
	株式会社　××××
	借用

	
	
	
	
	
	
	


（様式第４号）　　　　　　　　　　　（第1面）
事業計画書及び収支見積書

平成　　年　　月　　日現在作成　
１－１　事業の全体計画（業務を行う時間、従業員数、休業日、扱う車種（乗用車、大型
　　車）を含む。）
	
	　フロン類回収業者

　　　　↓引取

　使用済自動車の運搬

　　　　↓

　使用済自動車の保管

　　　　↓

　解　　体　１　エアバッグ類の回収→保管→運搬（自己）

→メーカー引取所（名称○○、所在地○○○）

　　　　　　２　廃油・廃液の回収→保管→運搬（委託：名称○○、所在地○○○）

　　　　　　　→処分（委託：名称○○、所在地○○○）

　　　　　　３　タイヤ・バッテリーの回収→保管→運搬（委託：名称○○、所在地○

○○）→処分（委託：名称○○、所在地○○○）

　　　　　　４　再利用部品類→保管→運搬（自己）→売却（名称○○、所在地○○○）

　　　　↓

　解体自動車の保管

　　　　↓

　解体自動車の運搬（自己運搬）

　　　　↓

　破砕業者

（フロー略図を添付）

	
	　勤務時間
	　９：00～17：00
	　従業員数
	５人
	　休業日
	日曜日


１－２　解体業：使用済自動車（破砕業：解体自動車）等の引取実績及び計画
	
	年　　度
	１３年度実績
（３年前）
	１４年度実績
（２年前）
	１５年度実績
（１年前）
	許可取得後の
年間計画

	
	受入台数
	１０００台
	１０００台
	１０００台
	１０００台

	
	主な引取先
	○○自動車

○○中古車商会
	○○自動車

○○中古車商会
	○○自動車

○○中古車商会
	○○自動車

○○中古車商会


１－３　解体（破砕）実績
	
	年　　度
	１３年度実績
（３年前）
	１４年度実績
（２年前）
	１５年度実績
（１年前）
	

	
	年間処理実績
	１０００台
	１０００台
	１０００台
	

	
	年間稼働日数
	２００日
	２００日
	２００日
	

	
	平均処理実績
	５台／日
	５台／日
	５台／日
	


（第２面）
１－４　解体（破砕）能力
	
	１日当処理能力
	稼動予定日数
	年間処理能力
	

	
	５台／日
	２００日
	１０００台
	


１－５　保管の状況
	
	　解体業：使用済自動車
　破砕業：解体自動車
	　解体業：解体自動車
  破砕業：ＡＳＲまたは処理物

	
	保管量の上限
	○○台(１５０㎥)
	　保管量の上限
	○○台(１５０㎥)

	
	現在の保管量
	○○台(１５０㎥)
	　現在の保管量
	○○台(１５０㎥)


１－６　年間収支見積書　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日現在作成
	項目
	　　前年度（　１５年）
　（決算月（　　３月））
	　　　今後の見込み
　　　　（年間）

	
	年　度
（千円）
	（１台当）
（円）
	年　度
（千円）
	（１台当）
（円）

	売上高(全体)
	ｱ(総売
上収入)
	２０，０００
	２０
	２０，０００
	２０

	売上原価
	ｲ(購入
費)
	３，０００
	３
	３，０００
	３

	経費
	ｳ
	７，０００
	７
	７，０００
	７

	
	うち廃棄物
処理委託費
	ｴ
	４，０００
	４
	４，０００
	４

	営業利益
	ｵ=ｱ-ｲ-ｳ
	１０，０００
	１０
	１０，０００
	１０

	営業外損益
	ｶ(支払
利息等)
	２，０００
	２
	２，０００
	２

	経常利益
	ｷ=ｵ+ｶ
	１２，０００
	１２
	１２，０００
	１２

	使用済自動車等
年間引取台数
	
	１０００
	
	１０００
	

	使用済自動車等
年間処理台数
	
	１０００
	
	１０００
	


（参考）
	
	前年度末
	現　　在

	負債総額（年度末残高）     　　(千円）
	５００
	５００


（注）１ 「１台当」額は、売上原価は引取台数で、その他は処理台数で割ってください。
　　　２ 支払利息のみの場合又は支払利息が受取利息より多い場合はマイナスで計上してください。
（記入例）　※解体業の場合









